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シンポジウム

グローバル化の試練とチャンス
─新世代ビジネス・リーダーがみる日本—

2014年7月12日(土) 14:00〜17:00
京都大学時計台記念館2階国際交流ホールⅠ・Ⅱ

「グローバル化」の語が普及し始めて20年近くが経過した。この間，世界における日本のプレゼンスは大きく後退した。日本経済の長期停滞と競争力の低迷，人口学的な危機，日本社会の「内向き指向」は，内外の悲観論の根拠となってきた。しかし一方で，危機をチャンスと捉える見方もあり，また日本の経済・社会の価値観や対応能力を評価する見方もある。「周回遅れ」にもみえる日本の「グローバル化」をチャンスとすることは，果たして可能なのだろうか。可能だとすれば，いかなる戦略が必要なのだろうか。

本シンポジウムでは，「人材のグローバル化」を体現してきた多国籍企業の新世代リーダーを招き，世界とアジアの中の日本の位置と，「グローバル化」に際しての日本の課題について，議論したい。

山本寧氏は，日系商社での現地法人社長としての経験や，地政学的に厳しい環境下で高い競争力を維持するイスラエルとその企業を知悉する立場から，人的資源と起業に焦点をあて報告する。

アラン・デルフォセ氏は，日本の社会と文化への若くからの関心と，スイス多国籍企業の日本法人トップの経験から，いわばヨーロッパの視点で日本社会と日本の人材についての見方を示す。

アレン・チャイ氏は，中国の最有力企業集団のトップ・マネジメント層の一員として，また東南アジア・日本・中国・台湾を知る立場から，東アジアビジネスの中に日本を位置づける。

なお山本・Chai両氏は本学経済学部卒業生（1992年卒）であり，デルフォッセ氏は同志社大学留学歴を持つ。

挨拶：京都大学大学院経済学研究科研究科長 教授 岩本武和 
司会および問題提起：京都大学大学院経済学研究科 教授 黒澤隆文     
第一報告 
アダマ・ジャパン株式会社　代表取締役　山本 寧 

  「国際競争力と人的資源——起業立国イスラエルの多国籍企業の視点から」
第二報告 
SIXファイナンシャル・インフォメーションジャパン株式会社　代表取締役　アラン・デルフォッセ

「スイス金融情報サービス企業からみた日本」
第三報告
シティック・マーチャント有限公司　マネジング・ダイレクター　アレン・チャイ

  「中国・東アジアからみた日本」

討論

　　　閉会
17:15-18:45 懇親会　於時計台記念館2階国際交流ホールⅢ

参加ご希望の方は事務局(ceaes2010@yahoo.co.jp)までお申し込みください。
なお協力会会員は懇親会に無料でご参加いただけます。
************************************************************************************************
「中国経済研究会」のお知らせ 

2014年度第3回（通算第42回）の中国経済研究会は下記の要領で開催することになりましたので、ご案内いたします。大勢の方のご参加をお待ちしております。 
記 
時  間： 2014年7月15日(火) 16:30－18：00 
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館地下1階みずほホール
報告者： 李 妍蓉（京都大学大学院農学研究科博士後期課程） 

テーマ：「中国農村での垂直的組織化と農地への投資行動―湖南省を事例として―」
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2014年度における開催(予定)日は以下の通りです。 

前期：4月16日（火）、 5月20日（火）、 6月17日（火）、7月15日(火) 

後期：10月21日（火）、11月18日（火）、12月16（火）、1月20日（火） 
（この件に関するお問い合わせは劉徳強（liu@econ.kyoto-u.ac.jp）までお願いします。なお、研究会終了後、有志による懇親会が予定されています。） 

************************************************************************************************
アジア経済発展論研究会のお知らせ
■7月定例研究会

2014年7月3日（木）17:00-18:30　

場所： 吉田中央構内 法経東館B1「みずほホール」（下記地図５番のビル）

http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/access/campus/map6r_y.htm 　　　　

報告者： 雲　和広　氏　（一橋大学　経済研究所　教授）

テーマ：「ロシアの死亡動態再考」

要約：

　ロシアの人口規模に影響を与える死亡率の決定要因を，先行研究を通じて探ることが本稿の目的である。文献調査と記述統計の描写により，ロシアの死亡率の変動と一致し得る要因に焦点を当てて検討を行った。死亡を社会経済要因のみで説明することは不可能であり，医学文献のサーベイは必須である。

　医療水準の悪化・環境汚染・生活習慣等の要因が，ソ連時代を通じた死亡率の上昇傾向を，そして連邦崩壊後におけるロシアの死亡率の変動を統一的に説明することは困難であると解釈される。先行研究は「ロシア人とアルコール」という，むしろ文学作品やメディア等でアネクドータルに描かれてきたような関係を抽出し，その長期的な死亡率の変化や体制転換後のロシアにおける死亡確率に決定的な影響を与える要因としてのアルコール 消費の量／パターン／頻度の重要性を示した。

参考URL：http://www.iwanami.co.jp/.BOOKS/00/1/0099220.html

言語：日本語

研究会幹事：

東南アジア研究所　三重野　mieno-lab@cseas.kyoto-u.ac.jp 075-753-7311

経済学研究科　矢野

経済学研究科　高野

経済学研究科　スクサバン・ヴィサテップ
************************************************************************************************
中国ニュース　６.１６－６.２２
ヘッドライン

■　中国：大運河とシルクロードが世界遺産リスト入り

■　企業：中国の日系企業９３．７％が「中国市場を堅守していきたい」

· 国家統計局：中国７０都市の５月の新築住宅価格、半数の都市で下落
· 大学：英誌がアジアの１００大学を発表、中国本土からは１８校
· 商務部：中国のオンラインショッピング市場は３０兆円
· エネルギー：中国がドイツを抜き世界最大の太陽電池市場に
· 製品：２０１３年の中国企業の国内ロボット販売台数は６５．５％増
· 社会：離婚率が１０年連続で上昇、昨年は３５０万組が離婚
· 教育：中国で賛否両論、国語の教科書に流行曲の歌詞採用
· 人口：北京市の常住人口が２１００万人を突破、前年比４５万人増
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝
ニュース詳細

· 中国：大運河とシルクロードが世界遺産リスト入り
【６月２３日　新華網】２２日にカタール・ドーハで行われた世界遺産総会で、中国の大運河や、中国がカザフスタン、キルギスタンと共同申請したシルクロードの世界遺産リスト入りが決定した。大運河は、国家が建設したものとしては最大かつ最古の人工運河で総延長は３０００キロメートル。２つの直轄市と６つの省を流れ、現在に至るまで国民経済と密接にかかわってきた。今回、京杭大運河、浙東大運河など２７の部分や、運河工事遺跡など関連遺産５８カ所が世界遺産として認定された。シルクロードは古代の東方と西方の政治、経済、思想、文化交流の重要なルートとして栄えた。複数国家の共同申請による世界遺産入りは初めて。認定されたシルクロード遺産３３点のうち、各帝国の都城や宮殿、石窟寺院など２２点が中国に存在する。規定では１つの国につき年間１つの文化遺産しかノミネートできない。このため、中国としては大運河を申請し、連名となったシルクロードについてはキルギスタン名義で申請された。今回の世界遺産認定により、中国の世界遺産総数は４７件となった。

· 企業：中国の日系企業９３．７％が「中国市場を堅守していきたい」

【６月２０日　人民網】中国日本商会は１８日に「中国経済と日本企業２０１４年白書」を発表した。これは中国日本商会が２０１０年から毎年発表しているもので、今年で第５版目にあたる。同白書は中国日本商会と中国各地の商工会組織の日系企業８５７９社に対して実施したアンケート調査をもとに、日系企業が直面する課題を分析し、解決のための建議を取りまとめたもので、建議総数は計４５１件に及ぶ。２０１４年白書は日本貿易振興機構（ジェトロ）が中国に進出している日系企業を対象に２０１３年１０－１１月に実施したアンケート調査結果を引用している。これによると、今後１－２年の事業展開の方向性について「拡大」と回答した企業の割合は５４．２％、「現状維持」と回答した企業の割合が３９．５％だった。２つの回答を合わせると全体の９３．７％の日系企業が中国市場を評価していることが明らかになった。回答企業のうち、「縮小」と回答したのはわずか５％の企業で、１．２％の企業が「移転」、「事業撤退」と回答した。このような回答をした一部企業の主な要因について、中国日本商会副会長兼調査委員会委員長の田端祥久氏は下記のように答えた。「中国における事業コストの上昇で圧力を受けた；中国の知的財産権保護の環境による影響を受けた。」田端氏の補足によると、コスト上昇は主に人件費や原材料費の上昇によるもの。日系企業が不安視している中国の知的財産権保護環境に対して、田端氏は「中国は知的財産権保護問題に対し大きな努力を払っており、実際その結果も伴ってきてはいるが、やはりまだまだ多くの改善すべき点が存在する。特にインターネット通販が拡大し続けるビジネス環境の下、知的財産権の保護や、偽物・コピー品・海賊版の氾濫を防止することが目下早急に解決すべき問題点としてあげられる」と指摘した。

· 国家統計局：中国７０都市の５月の新築住宅価格、半数の都市で下落

【６月１８日　証券日報】国家統計局が公表した５月の７０都市住宅販売価格の変動状況によると、３５都市で新築分譲住宅の価格が前月比で下落した。同局都市司シニア統計師の劉建偉氏は「一部都市の在庫圧力が高く、先行きも不透明なことから、不動産業者が在庫処分に動き、価格が下がっている」と述べた。北京では５月の中古住宅価格が前月比０．９％と歴史的な下落率となった。下げ幅は全国でも最大だった。中原地産研究中心によると、５月の北京の中古住宅平均成約価格は１平方メートルあたり３万２００元で、４月から２．６％下落した。年初からの下落幅は６％を超えている。成約件数も４月に比べると５％下降し、６９２９件だった。中原地産の首席アナリスト張大偉氏は「刺激策でもなければ、北京の中古市場はまだ１５％くらい下がる可能性がある」と指摘した。新築住宅価格の下落は全国に広がっている。杭州では下げ幅が前月比１．４％となった。張大偉氏は「不動産市場はすでに潮目が変わっている。しかも下落のスピードは市場の予測を上回っている」と述べた。統計局によると５月の新築住宅価格で、前月比プラスになったのは１５都市だったが、上昇率は最大でも０．３％と、４月より０．１ポイント低かった。価格が下降した３５都市のうち、下げ幅が最大だった都市は１．４％で、４月より０．７％拡大した。
· 大学：英誌がアジアの１００大学を発表、中国本土からは１８校
【６月１９日　環球網】英教育専門誌、タイムズ・ハイヤー・エデュケーション（ＴＨＥ）は１８日、２０１４年のアジアの１００大学ランキングを発表した。日本は首位の東京大学を始めとする最多の２０校が入った。中国本土も経済力の強さが後押しし、１８校がランクイン、アジア最多の座に就くのも近いと指摘された。韓国は１４校が入った。上位１０校は東京大学、シンガポール国立大学、香港大学、ソウル大学、北京大学、清華大学、京都大学、韓国ＫＡＩＳＴ（科学技術学院）、香港科技大学、韓国浦項工科大学。台湾大学は１４位に入った。調査を担当したフィル・バティ氏は「今年の調査で最も目を引いたのは中国本土の大学の急速な台頭。日本がアジアの高等教育をリードしてきたが、経費削減の影響や保守的な構造などから低迷している。近い将来、中国本土が日本を追い抜き、アジアのトップに立つだろう」と語っている。

· 商務部：中国のオンラインショッピング市場は３０兆円
【６月１９日　中国新聞網】中国商務部は、昨年の中国のオンラインショッピングの市場規模が１億８５００万元（約３０兆円）に達し、米国を抜いて世界最大となったことを明らかにした。この数字は消費者全体の小売総額の７．８％に相当する。今年１～５月の大手企業のオンライン販売額も、前年同期比で５３．２％増と急成長が続いている。重点小売企業５０００社の５月のオンライン販売額も同３２．５％増え、百貨店、スーパー、専門店の上昇幅を大きく上回った。一方、オンラインショッピングの急成長の裏で、詐欺や偽造品、粗悪品の販売なども増えている。商務部の沈丹陽報道官は「問題解決のために各部門の協力が必要だ」と指摘。今年に入って、商務部はネットで取引された商品の品質保証や賠償責任を明確化した「電子商務法」など、関連法規の整備に着手し、業界の秩序形成を図っている。
· エネルギー：中国がドイツを抜き世界最大の太陽電池市場に
【６月１６日　中国質量新聞網】漢能控股集団と全聯新能源商会の研究チームが公表した「世界新エネルギー発展報告２０１４」によると、中国は昨年、ドイツを抜いて世界最大の太陽電池市場になった。報告によると、昨年の太陽電池市場で新設された発電容量は３８．７ギガワットで、合計発電容量は１４０．６ギガワットとなった。そのうち中国の新設分は前年比２３２％増の１２ギガワットで、欧州全体の合計に接近した。報告は太陽電池市場の中心が欧州からアジアに移行しつつあると分析している。中国の太陽電池関連の融資額は世界トップの２３５億６０００万米ドルで、世界全体の２１．１％を占めた。全聯新能源商会の曽少軍副会長は「技術の進歩と環境意識の高まりで、世界の新エネ産業は成長を続けている。新エネ分野の特徴は、技術の高度化なしにはコストの優位性を維持できない点で、中国企業も技術への投資を拡大し、国際化を進めるべきだ」と述べた。
· 製品：２０１３年の中国企業の国内ロボット販売台数は６５．５％増
【６月１８日　新浪網】中国ロボット産業連盟は１７日、昨年の中国企業の国内での工業ロボット販売台数が９５００台を超え、前年比で６５．５％増えたと公表した。国際ロボット連合会の統計によると、外資企業の中国での工業ロボットの販売台数は前年比２０％増の約２万７０００台だった。国内メーカー分と合わせると、昨年、中国市場で販売された工業ロボットは合計で３万７０００台。世界全体の５分の１を占め、日本を超えて世界一になった。中国企業は座標ロボットを主力製品とし、販売比率は４０％を超える。外資企業は中国での販売分の８割が多関節ロボットとなっている。導入している業界は自動車が最も多く、５０％近くを占める。電子製品製造業と金属加工業はそれぞれ１４％、１０％となっている。
　
· 社会：離婚率が１０年連続で上昇、昨年は３５０万組が離婚
【６月１７日　京華時報】中国民政部は１７日、「２０１３年社会サービス発展統計公報」を発表。同年、中国で離婚を申請した夫婦は前年比１２．８％増の３５０万組だったことが明らかになった。離婚率は０４年以降、１０年連続の上昇となった。統計によると、民政部門で離婚を申請した夫婦は２８１万５０００組、裁判所で申請した夫婦は６８万５０００組だった。同報告によると、同年、各級の民政部門や婚姻登録機関に、婚姻届を提出した夫婦の数は、前年比１．８％増の１３４６万９０００組だった。うち、２５～２９歳の夫婦が前年比１ポイント上昇となる全体の３５．２％を占めた。
■　教育：中国で賛否両論、国語の教科書に流行曲の歌詞採用
【６月１６日　中国広播網】「僕は一歩ずつ登って行く。日の光が静かに、辺りを照らし始めるのを待ちながら。小さな小さな空でも大きな大きな夢がある」という歌詞が人気の、台湾の歌手ジェイ・チョウ（周傑倫）の名曲「カタツムリ」がこのほど、中国で小学校３年生の国語の教科書に盛り込まれた。そのほか、中国の人気女性歌手韓紅の曲「天路」も、詩として小学校１、２年生の国語の教材に採用された。ネットユーザーの間では、「時代に合わせた国語の教育」という声のほか、「流行文化が多すぎると、国語教育の歴史が薄っぺらになる」とう意見もあり、賛否両論が巻き起こっている。今回、教科書の改訂を主導した語文出版社の王旭明社長は、改訂の最大の目標について、「国語そのものの特徴を突出させる、つまり、文字言語が生活の中で本来あるべき役割を果たせるよう、国語を原点復帰させること」との見方を示した。
· 人口：北京市の常住人口が２１００万人を突破、前年比４５万人増
【６月１８日　新華社】北京市統計局の２０１３年度の人口標本調査のデータによると、２０１３年末時点の北京市の常住人口は２１１４万８０００人だった。うち、北京戸籍の人口は１３１２万１０００人で、常住人口の６２％を占めた。外来人口は８０２万７０００人で、常住人口の３８％となっている。２０１２年に比べ、北京市の常住人口は４５万５０００人増加し、増加速度は２．２％となった。うち、北京戸籍の人口は１６万６０００人増加し、増加速度は１．３％だった。外来人口は２８万９０００人増加し、増加速度は３．７％となった。機能区別では、都市機能開拓区の人口が１０３２万２０００人（４８．８％）と最も多く、次いで都市発展新区が６７１万５０００人（３１．７％）だった。一方で、首都機能核心区は２２１万２０００人（１０．５％）、生態涵養発展区は１８９万９０００人（９％）と比較的少ない。行政区別では、朝陽区が３８４万１０００人と最も多く、次いで海淀区が３５７万６０００人となっている。最も少なかったのは門頭溝区で、３０万３０００人だった。人口密度では、核心区が１平方キロメートル当たり２万人以上と最も高く、西城区は２万５７８７人、東城区は２万１７１５人となっている。
************************************************************************************************ 
上海街角インタビュー　㊱
社団法人大阪能率協会アジア・中国事業支援室副室長（海外委員）

順利包装集団董事（在上海）

福喜多技術士事務所所長

福喜多俊夫

“中国人はハンカチを持たない”は本当か？
　中国に来てしばらくした頃、洗面所で手を洗った後、誰もハンカチを取り出さないことに気が付いた。今でこそショッピングセンターや空港の洗面所にはエアタオルやペーパータオルが備え付けられているが10年以上前は男女とも手をぶらぶらさせて水を切っていた。今でもハンカチを持っている人は殆ど見ない。中国人はハンカチを持たない民族なのだろうか？もっとも、米国にいた頃、ハンカチは鼻をかむためのもので、手を拭くためには使わないと教えられた。ハンカチは日本のみの良き習慣なのかもしれない。街で出会った人にハンカチを持っているか聞いてみた。
１．40歳代中頃の女性

　　私も子供の頃はハンカチを持って学校へ行っていました。高校へ入学して以降、今まで一度も持ったことがありません。日本に留学していた友達は、日本人は大人でも男女を問わず皆ハンカチを持っていると言っていました。彼女は今でも日本にいた頃の習慣を続けています。
　　私はあなた方がハンカチを使う代わりにポケットティッシュを使います。この方が衛生的です。ハンカチは毎日取り換えるのでしょう。洗濯してアイロンを掛けるのですか？よくそんな面倒なことをしますね。ティッシュを使う中国人の方が合理的です。

　　運動をするときはタオルを使います。また、夏に外で汗をかくようなことをする時もタオルを使います。
２．50歳代前半の男性
　　私の小学生の頃は学校でハンカチを持ってきているか検査されました。今でも幼稚園や小学校はハンカチをもってくるように指導しているのではないですか。
　　私の祖父はハンカチのデザイナーで各種デザインのハンカチを持っていたことを覚えています。しかし、ティッシュペーパーが普及し、ポケットティッシュが安く出回るようになってからハンカチを持つ人は激減し、今では大人は持っている人は皆無といっていいでしょう。私も持っていません。
３．20歳代後半の女性

　　私はハンカチを持っています。いつもバッグに入れています。汗を拭くのもティッシュよりハンカチの方が気持ちいいです。雨のとき雨水を拭くことも出来るし、ハンカチは便利ですよ。小学校時代はハンカチとポケットティッシュ、どちらでもよかったです。私も子供の頃はポケットティッシュを持ち歩いていました。大学へ入ってからハンカチとティッシュの両方を持つようになりました。でも、ハンカチを持っている友達は確かに少ないですね。買う場所ですか？確かに売っているところは少ないです。私はネットで買うこともありますが、日本へ旅行する友達に買ってきてもらうことが多いです。私は旅行ガイドをやっていたことがあるので、添乗員の友達がたくさんいます。　
　

４．50歳代後半の男性
　　確かに中国ではハンカチは殆ど使わないですね。80年代は貧しかったですが、ハンカチ（布を切っただけのもの）を使う習慣がありました。その後改革開放で少しずつ豊かになり、中国にも使い捨て文化が浸透しハンカチを使わなくなりました。中国のティッシュは安いです。今では外出時でも旅行でもポケットティッシュを持っていきます。
　　私も20年くらいハンカチは使っていません。私は日本企業に勤めているので、上司に勧められてハンカチを持ったことがありますが、半年ほどで止めました。ポケットが膨らむし、毎日取り換えて洗濯するのは面倒だし、長く使うと衛生的じゃないし、いいことはないです。
５．40歳代前半の男性
　　幼稚園の時はハンカチ検査があったので持っていきました。中学校以降は日本で働いていたときには使っていましたが、中国へ戻ってからは使っていません。
　　どういうわけか両親は今でもハンカチを持ち歩いています。昔、自転車通勤のときいつも首からタオルをかけていたくせが残っているのかもしれません。
　　私はポケットティッシュも持ち歩いていません。手を洗ったあとはぶらぶら派です。
　　汗をかいたときですか？手で拭って、手をズボンで拭きます。あなた方のようにスーツは着ませんから大丈夫です。
６．40歳代中頃の女性
　　私はハンカチを持ったことはありません。ポケットティッシュで十分です。幼稚園児の子供は先生からハンカチを持ってくるように言われていますが、私はポケットティッシュを持たせています。ハンカチはすぐ汚れて汚いです。本当の理由は洗濯が面倒だからですが。
７．20歳代後半の女性
　　ハンカチは持っていません。家では箱入りのティッシュ、事務所でも机の上にはティッシュの箱があり、バッグの中にはポケットティッシュが入っています。ハンカチを使う必要は全くありません。
８．20歳代前半の女子大生
　　私は日本のハンカチを使っています。母の知人の日本人から貰ったものです。大きいサイズと小さいサイズがあり、とても綺麗です。持っているだけで楽しくなります。時々新しいのをいただけるからうれしいです。洗濯が面倒じゃないか、ですか？自分でしないから平気です。

　話を聞く中でふたつのことを学んだ。ひとつは、幼稚園児や小学校低学年ではハンカチ（小サイズのハンドタオルかもしれないが）を持つことが奨励されていること。大人になると洗濯が面倒なため持たなくなるということ（靴下や下着は毎日取り換えるだろうから、アイロン掛けが面倒だということなのだろう）。
　話を聞いた8人中ふたりはハンカチを持っていたから（日本文化に触れる機会があるという共通点があるが）、中国人がまったくハンカチを持たないわけではない。しかし、大多数は持たないことは事実だ。因みに中国語でハンカチという単語はちゃんとあり、手絹あるいは手帕と書く。中国文化にハンカチという概念は存在していたわけだ。
以上
************************************************************************************************
【中国経済最新統計】
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	2005年
	10.4
	
	12.9
	1.8
	27.2
	1020
	28.4
	17.6
	0.8
	▲0.5
	17.6
	9.3

	2006年
	11.6
	
	13.7
	1.5
	24.3
	1775
	27.2
	19.9
	▲5.7
	4.5
	15.7
	15.7

	2007年
	13.0
	18.5
	16.8
	4.8
	25.8
	2618
	25.7
	20.8
	▲8.7
	18.7
	16.7
	16.1

	2008年
	9.0
	12.9
	21.6
	5.9
	26.1
	2955
	17.2
	18.5
	▲27.4
	23.6
	17.8
	15.9

	2009年
	9.1
	11.0
	15.5
	1.9
	31.0
	1961
	▲15.9
	▲11.3
	▲14.9
	▲16.9
	27.6
	31.7

	2010年
	10.3
	15.7
	18.4
	3.3
	24.5
	1831
	31.3
	38.7
	16.9
	17.4
	19.7
	19.8

	2011年
	9.2
	
	
	
	
	1549
	20.3
	24.9
	
	
	
	

	10月
	
	13.2
	17.2
	5.5
	34.1
	170
	15.8
	29.1
	-0.6
	8.7
	16.7
	14.1

	11月
	
	12.4
	17.3
	4.2
	21.4
	145
	13.8
	22.6
	-12.9
	-9.8
	16.2
	14.0

	12月
	8.9
	12.8
	18.1
	4.1
	5.7
	165
	13.3
	12.1
	-15.4
	-12.7
	17.3
	14.3

	2012年
	
	
	
	
	
	2303
	7.9
	4.3
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	4.5
	25.3
	273
	-0.5
	-15.0
	4.6
	10.8
	16.6
	14.8

	2月
	
	21.3
	
	3.2
	－
	-315
	18.3
	40.3
	38.7
	-0.9
	17.8
	15.0

	3月
	8.1
	11.9
	15.2
	3.6
	21.1
	53
	8.8
	5.4
	-6.5
	-6.1
	18.1
	15.7

	4月
	
	9.3
	14.1
	3.4
	19.2
	184
	4.9
	0.4
	-26.1
	-0.7
	17,5
	15.4

	5月
	
	9.6
	13.8
	3.0
	21.0
	187
	15.3
	12.7
	-6.1
	0.0
	17.9
	15.7

	6月
	7.6
	9.5
	13.7
	2.2
	21.8
	317
	11.3
	6.3
	-16.3
	-6.9
	18.5
	16.0

	7月
	
	9.2
	13.1
	1.8
	20.6
	251
	1.0
	5.7
	-7.8
	-8.6
	18.9
	16.0

	8月
	
	8.9
	13.2
	2.0
	19.4
	267
	2.7
	-2.7
	-12.7
	-1.4
	18.4
	16.1

	9月
	7.4
	9.2
	14.2
	1.9
	23.1
	277
	9.8
	2.3
	-6.4
	-6.8
	19.8
	16.2

	10月
	
	9.6
	14.5
	1.7
	22.4
	320
	11.5
	2.2
	1.8
	-0.2
	14.6
	15.9

	11月
	
	10.1
	14.9
	2.0
	20.0
	196
	2.8
	-0.1
	-8.7
	-5.4
	14.5
	15.7

	12月
	7.9
	10.3
	15.2
	2.5
	18.8
	316
	14.0
	6.0
	-7.8
	-4.5
	14.4
	15.0

	2013年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	2.0
	20.8
	291
	25.0
	29.0
	-12.4
	-3.4
	15.9
	15.4

	2月
	
	
	
	3.2
	
	153
	21.7
	-14.9
	-35.6
	6.3
	15.2
	15.1

	3月
	7.7
	8.9
	12.6
	2.1
	21.5
	-9
	10.0
	14.2
	-19.7
	5.7
	15.7
	14.9

	4月
	
	9.3
	12.8
	2.4
	19.8
	182
	14.6
	16.6
	13.9
	0.4
	16.1
	14.9

	5月
	
	9.2
	12.9
	2.1
	19.7
	204
	0.9
	-0.1
	-14.4
	0.3
	15.8
	14.5

	6月
	7.5
	8.9
	13.3
	2.7
	19.9
	271
	-3.3
	-0.9
	-17.3
	20.1
	14.0
	14.1

	7月
	
	9.7
	13.2
	2.7
	20.2
	178
	5.1
	10.8
	1.2
	24.1
	14.5
	14.3

	8月
	
	10.4
	13.4
	2.6
	21.4
	285
	7.1
	7.1
	-11.7
	0.6
	14.7
	14.1

	9月
	7.8
	10.2
	13.3
	3.1
	19.6
	152
	-0.4
	7.4
	-16.8
	4.9
	14.2
	14.3

	10月
	
	10.3
	13.3
	3.2
	19.2
	311
	5.6
	7.5
	-8.2
	1.2
	14.3
	14.1

	11月
	
	10.0
	13.7
	3.0
	17.6
	338
	12.7
	5.4
	-9.3
	2.3
	14.2
	14.2

	12月
	7.7
	9.7
	13.6
	2.5
	17.2
	256
	4.3
	8.6
	-3.4
	-42.6
	13.6
	14.1

	2014年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	2.5
	19.8
	319
	10.5
	10.8
	-8.6
	-4.5
	13.2
	14.3

	2月
	
	
	
	2.0
	
	-230
	-18.1
	10.4
	1.3
	4.0
	13.3
	14.2

	3月
	7.4
	8.8
	12.2
	2.4
	17.3
	77
	-6.6
	-11.3
	6.1
	-1.5
	12.1
	13.9

	4月
	
	8.7
	11.9
	1.8
	16.6
	185
	0.8
	0.7
	0.5
	3.4
	13.2
	13.7

	5月
	
	8.8
	12.5
	2.5
	16.9
	359
	7.0
	-1.7
	8.4
	-6.6
	13.4
	13.9


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。

2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意

されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。

　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。

出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。
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